
別紙 

１ 「審議、検討又は協議に関する情報」 

    行政機関等の事務及び事業について意思決定が行われる場合に、その決定に至るまで

の過程においては、例えば、具体的な意思決定の前段階としての政策等の選択肢に関す

る自由討議のようなものから、一定の責任者の段階での意思統一を図るための協議や打

合せ、決裁を前提とした説明や検討、審議会等又は行政機関等が開催する有識者等を交

えた研究会等における審議や検討など、様々な審議、検討及び協議が行われており、こ

れら各段階において行われる審議、検討又は協議に関連して作成され、又は取得された

情報をいう。 

２ 「率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ」 

    開示することにより、外部からの圧力、干渉等の影響を受け、率直な意見の交換又は

意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合を想定したもので、適正な意思

決定手続の確保を保護法益とするものである。 

３ 「不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ」 

    未成熟な情報や事実関係の確認が不十分な情報等を開示することにより、誤解や憶測

を招き、不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがある場合をいう。適正な意思決定

を行うことそのものを保護するのではなく、情報が開示されることによる国民への不当

な影響が生じないようにする趣旨である。 

４ 「特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれ」 

    尚早な時期に、あるいは事実関係の確認が不十分なままで情報を開示することによ

り、不正な投機を助長するなどして、特定の者に不当に利益を与え、又は不利益を及ぼ

すおそれがある場合を想定したもので、３と同様に、事務及び事業の公正な遂行を図る

とともに、国民への不当な影響が生じないようにする趣旨である。 

５ 「不当に」 

    審議、検討又は協議に関する情報の性質に照らし、検討段階の情報を本人に開示する

ことの利益と不開示にすることによる利益を比較衡量し、本人に開示することの利益を

考慮してもなお、適正な意思決定の確保等への支障が看過し得ない程度のものである場

合をいう。 

６ 意思決定後の取扱い等 

審議、検討又は協議に関する情報については、行政機関等としての意思決定が行われ

た後は、一般的には、当該意思決定そのものに影響が及ぶことはなくなることから、本

号の不開示情報に該当する場合は少なくなるものと考えられるが、当該意思決定が全体

として一つの政策決定の一部の構成要素であったり、当該意思決定を前提として次の意

思決定が行われる等審議、検討又は協議の過程が重層的、連続的な場合には、当該意思

決定後であっても、政策全体の意思決定又は次の意思決定に関して本号に該当するかど

うかの検討が行われるものであることに注意が必要である。また、当該審議、検討又は



協議が終了し、意思決定が行われた後であっても、当該審議、検討又は協議に関する情

報が開示されると、国民の間に混乱を生じさせたり、将来予定されている同種の審議、

検討又は協議に係る意思決定に不当な影響を与えるおそれがあれば、本号に該当し得

る。 

 


